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石油ブームがメキシコの経済構造に与えた影饗

一一ーオランダ病理論による実証分析一一

はじめに

I 右治ブームがメキシコの経済構造に与えた影響i: 

実績

II 製造業部門GDPシェア縮小の過程：理論

1II 製造業部門GDPシェア縮小の過程：実証分析

結論

はじめに

メキシコの近年における石油の純輸出は， 1975

年に開始された。年々，輸出数量が増加し， 1978

年には財輸出の28.7f立を占めるようになった3

1978年12月の第2次石油ショックで、石油価格が大

幅に値上りしたことも影響して，財輸出に占める

シェアは， 80年以降， 60広台から70昨hにある。

これまで最高の輸出額は， 1982年の 161億円レであ

るが，最近の石油価格の大幅値下りで86年実績

は， 85年の 148積立から一挙に63億円レに低下して

いる。

一方でメキシコは， 石油ブーム期 (1978～81年）

に毎年，石油輸出収入を上廻る大量の外悶資金を

導入し 87if現在， 1000億ドルを超える対外債務が

累積している。この対外債務の半分以上は，石油

ブーム期に累積したものである。

また，政府は「国家工業開発計画， 1979～82年」

を積極的に推進し，石油収入を利用して工業発展

を促進しようとし位。，多額の開発投資を行なっ

た。しかしながら， GDPに占める製造業部門の
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シェアは， 1940年代から70年代の輸入代替工業化

政策の結果， 40年代初めの15主~j:台から徐々に上昇

し， 60年代に20f1.:i:台に遣し， 70年代は23¥6-j:台から

24(,1.:i:前後にあった。石油ブーム前年の1977'.tj王製造

業GDPシェアは， 23.9(.t:であったが，石油ブー

ムで高成長が続くに従い、シェアは連続的に低

下し，石油ブーム直後の82年には21.2~；－；：まで落ち

た。成長の速かった石油部門の影響をとり除くた

め， GDPから鉱業部門を除去して求めたシェア

も， 77年の24.Si;なから82年の23.6広まで低下し

た。石油ブーム後は，シェアは再び上昇傾向にあ

る。

すなわち，メキシコは大量の石油収入がありな

がら莫大な債務を累積させ，石油収入を利用して

工業開発をめざしたにもかかわらず， GDPに占

める製造業部門のシェアを縮小させてしまったの

である。本稿の目的は， 「大量の石油収入があP

ながら，莫大な債務が累積し，製造業部門のGDP

シェアを縮小させた原因が，石油ブーム期におけ

る積極的な開発政策と硬直的な為替政策にあっ

た」と考え，この仮説を検証することにある。石

油資源に恵まれたメキシコが，経済開発iこ資源を

有効に使えなかった原因を明らかにするならば，

他の中南米，中東，アジアおよびアフリカ等の有

資源発展途上国の開発政策のあり方に1つの示唆

が得られよう。仮説の検証には「オランダ病JC注2)

分析モデルを用いる。
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Ⅰ　石油ブームがメキシコの経済構造に与えた影響：実態
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第I節で石油ブームが，メキシコの経済構造に

与えた影響，すなわち，製造業部門GDPシェア

縮小の実態を明らかにし，第H節でその過程を理

論的iこ分析し，第E節で製造業部門GDPシェア

の縮小が，どのような要因に促されて，また，ど

のような過程を経て生じたか実証する。最後に結

論で石油ブーム期のメキシコが，仮にどのような

代替的開発政策を実施していたならば，石油資源

を経済開発に有数に使えたか論じる。

（注1〕 口ベス・ポルティーョ政権 (1976～82年〉

は， 1979年初めに湾計画を発表し，右油収入を利用

して地域開発の促進，工業構造の高度化，周辺産業の

育成，工業製品の輸出促進などによる魁用機会の創出

をめざした。産業別の優先順位，地域別の優先順位に

基づいて，（1）イ γフラストラクチャーの整備・拡充，

(2）工業用燃料の価格割引き，（3）税制j上の優偶措置，

(4）政府系企業に対する投資拡大などのイ γセソティプ

を供与することにより工業開発を促進しようとした。

同計画については El111,ercado zαlores，第39巻第13

号， 1979年3月， 232～236ページに詳しい。

〈注2) “Dutch disease”という言葉は， Econo・

mistラ 1977年11月26日， 82～83ページで用いられ有名
となった。資源収入の急増が，資源生産国の所得を増

加させるだけでなく，製造業の国際競争力を低下させ

て製造業部門の GDPシェアを縮小させ，惑くすれば

失業を発生させることが，近年，知られるようになっ

た。この現象は，北海油田のガス生産が増加した際，

オランダ経済に生じ，一般に知られるようになったた

め「オランダ病jと呼ばれている。

I 石油ブームがメキシコの経済構造

に与えた影響：実態

1. メキシコの石油ブーム期

メキシコは， 1920年代初め世界第2位の産油国

であったが， 38年の石油田有化以降， 71年まで30

年以上にわたり資源温存政策を堅持し，圏内需要

の充足を中心に石油生院を行なってきた。とのた

ぅ8

め，メキシコは1971年から74年まで石油の純輸入

国であった。 1970年代半ばの経済的困難と第1次

石油ブーム（73～74年）が石油政策見直しの契機と

なり，ロペス・ポルティーヨ政権は，多年にわた

る消極的な石油開発政策から積極的な石油開発・

輸出政策に転換した。 1980年代初めにメキシコ

は，世界第4の原油生産・輸出国となり，その石

川i確認、埋蔵量は，サウジアラビア，ソ連，クウェ

ート，イランに次いで大きい。石油輸出は， 197&

年の日量117yc：から政権末年の82年に 119万江に

増加し，外貨収入は年間161億円レとメキシコ総輸

出額の75.8訴を占めるようになった。

石油生産・輸出の拡大は， 1978年かム81年にか

けてメキシコに年平均実績8.4容の高成長を達成l

させたが， 81年に始まった石油価格の下落は，メ

キシコの国際収支を悪化させ， 82年一0.5,tj:, 83年

5. 3五t下とマイナス成長を加速させた。 1984年3.7 

4与， 85年2.7；；＼不とかろうじてプラスの成長を達成，

したが， 86年は石油価格の大幅下落でー3.8主'.;j:のJ

成長となった。

以上の経緯からメキシコの石油ブーム期は，

1970年代後半，より正確には石油輸出の増加が，

経済の高成長に大きく貢献した78～81年であ

る。

2. 石油ブームによる製造業部門 GDPシェア

縮小の実態

第1表で製造業の GDPシェアを固定価格評価

と経常価格評価データを用いて算出しであるが，

石油ブームによる製造業GDPシェア縮小の実態

を考察するには経常価格評価データによる方が適

切である。なぜならば，石油収入の増加が所得を

上昇させ，支出を増加させる結果生じる貿易財と

非貿易財の相対価格の変化を反映しているからで

ある。固定価格評価データによるシェアは，基準
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第 1言葉製造業の GDPシェア変化

（？の

固定価格評価 経常価格評価

GDP実質成長率
製造業

製造業の GDPシェア

I 
鉱た業場合を い

実質成長率 I II 
鉱た業場合を除い

(1) (2) (3) (4) (5) (6) 

1941 9. 7 10.4 9. 1 15.3 15.3* 16.3* 
1954 10.0 10.4 9.8 17. 3 17.3* 18.2キ
1960 8. 1 8.3 8.5 19.2 19.2* 20.2キ
1965 6.5 6. 7 12.7 21.3 21. 3* 22.4* 
1970 6.9 6.4 8. 7 22.8 23.6 24.2 

1971 4.2 4.3 3.9 23. 7 24. 1 24. 7 
1972 8.5 8.6 9.8 23.6 23.9 24.4 
1973 8.4 8.5 10.5 24.4 23. 7 24.3 
1974 6. 1 5.9 6.3 24.4 24.0 24. 7 
1975 5.6 5.6 5.0 24.3 23.4 24.0 

1976 4.2 4.2 5.0 24.5 23.0 23.6 
1977 3.4 3.3 3.5 24.5 23.9 24.8 
1978 8.2 8.1 9.8 24.8 23.6 24.4 
1979 9.2 9.0 10.6 25.2 23.3 24.4 
1980 8.3 7.9 7.2 24.9 23.0 23.5 

1981 7. 7 7.0 24. 7 22.3 23.8 
1982 -0.5 -0.9 -2.9 24. 1 21. 2 23.6 
1983 -5.3 -5.4 -7.3 23.6 22.6 25.6 
1984 3. 7 3. 7 4.8 23.8 23.9 26.5 
1985 2. 7 2.8 5.8 24.6 24.4 26.9 

〔出所〉 1941～65年： InstitutoNacional de Estadistica Geografia e Informatica, Estadisticas hist6ricas de 

A1exico，メキシコ， 1986年， 9.l, 9.2表。
1970～85年： NacionalFinanciera, S. A. (NAFINSA), La economia mexicana en cijras 1986，メキシコ，

1986年， 3.11,3. 12表。

〔注） ＊固定価格評価データより算出。

時の格対価格で評価されているため，石油収入の

増加より生じる相対値格変化を消去してしまって

いる。

GDPの経常価格評価データより算出したGDP

シェアは，石油ブーム期に製造業が連続的に縮

小したことをはっきり示している。すなわち，石

油ブーム前年の1977年の GDPシェアは， 23.9[i: 

であったが， 78年23.6(,li:, 79年23.3伝， 80年23.0

f~i:. 81年22.3広と連続的に低下し， 82年の21.2~止

を底に再び上昇している。また，急速に拡大した

石治部門の影響を除くため， GDPから鉱業部門

を除いて求めた GDPシェアにおいても1977年の

24.Sfなから82年の23.6(,ti:まで低下した後， 83年以

降，上昇している。したがって，石油ブームが製

造部門の GDPシェアを縮小したことを示してい

る。

石油ブーム初年度および第2年度である1978年

と79年に製造業部門は，鉱業を含む他部門より高

い成長を達成した。石油収入の増加が工業製品需

要を増加させ，生産の拡大を促したからである。

しかしながら， GDPシェアは低下した。原因は，

非貿易財価格が貿易財価格以上に上昇し，相対価

格が変化したことにある。相対価格の変化がなけ

れば，製造業の GDPシェアは，第1表の固定価

格評価GDPシェアにみられるように増加してい

たはずである。石油収入の増加が， 建設業， 電

ラ9



1989070062.tif

暗帰軒町目的研究ノート

カ，商業，運輸・通信，金融，その他サービス等

非貿易財に対する需要の増加を促し，超過需要の

発生からこれらの財の価格が，工業製品の価格以

上に上昇したからである。工業製品需要に対する

需要潜加の方は，生産増加とともに輸入によって

カパーされたため，非貿易財ほどには上昇しなか

った。

石油ブーム第3年度および第4年度である1980

年と81年には製造業を除く部門（農業，鉱業，建設

業等非貿易財部門〉の成長が，製造業より大きかっ

た。鉱業部門も大きく発展したが，非貿易財部門

が価格上昇に促されて生産を増加させたからで

ある。鉱業部門を除いて求めた GDP実質成長率

が，製造業の成長率より高いことが，それを示し

ている。製造業の成長率は， 1980年7.2伝， 81年

7.0ιと高成長ではあったが， GDPシェアは79年

より縮ノトしている。

石油ブーム期の GDP成長（実質〕と相対価格変

化の動きを図で表わすと第1図のようになろう。

縦軸に製造業の生産量，横軸に非貿易財の生産量

をとってある。鉱業と農業部門は除いてあるが，

築1図製造業部門 GDPシェア縮小の径路

製造業

日77 78 79 80 81年非貿易財

〔出所〉 ；第者作成。

60 

説明には影響しないであろう。石油ブーム期，大

量の石油収入と莫大な外国資金の流入は，投資を

増加させた（後掲第3表〉。 また，年間，約80万人

の新規労働人口の矯加があり， 1978年を除いては

新規労働人口を上廻って雇用が増加した。すなわ

ち， 1978年61万人， 79年83万人， 80年 112万人，

81年125万人の有給従業者が増加した〔注1〕。この

ため，石油ブームにより財需要が増加すると，生

産フロンティアは外へ外へと拡がり，年平均8.4

~I－；：の高成長で GDP が増加した。しかしながら，

非貿易財と貿易財の相対価格が，第1図のA点か

らE点における生産フロンティアに対する接線の

勾配で示されているように上昇し続けたため，製

造業の GDPシェアが縮小した。後掲の第5表に

みられるように非貿易財と貿易財の相対価格は，

どの指標においても1978年から81年まで上昇して

いる。

「製造業の GDPシェア縮小が，なぜ問題なの

か。石油ブーム期(1978～81年〕，製造業は，年平均

8. 7店~－；：と高い成長を達成したのであるからよいで

はないか」という疑問が生じよう。あとで理論の

ところで詳しくみるように GDPシェアの縮小

が，貿易財と非貿易財の相対価格の変化，すなわ

ち，実質為替レートの上昇による製造業の国際競

争力の低下によって生じることが問題なのであ

る。

製造業の GDPシェアは次式で表わすことがで

きる。第1図と同じように貿易財部門は製造業だ

けからなり，非貿易財部門も 1部門だけと仮定

し，貿易財の価格をに生産量を Qr, 非貿易財

の価格をq，生産量を QNとする。

一
N

ハ
肝
一
叫

e
一q
一
＆一t
一q
一N一Q
d
一向一Q
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上式は，貿易財の価格6を一定とするとき，，1j'

貿易財の価格qが上昇すると，製造業の GDPシ

ェアが縮小するととを示している。三の場合， q

の上封は QNを増加させ， qの上斜率は， Qrの

増加率より大きいと仮定する。こう仮定しでも不

都合はないであ乃う。というのはqが上昇すれば

QNの生産者は， 生産意欲を刺激され，生産を増

加させるであろう。一方， Qrの方はrが一定で

あるため，またqの上昇のため，生産は増加しに

くいであろう。いいかえれば，製造業の GDPシ

ェアは，相対価格変化の影響，すなわお，実質為

替レート変化の影響を受けるのである。

第2表は，メキシコの財の用途別輸出入成長率

をみたものである。石油ブーム期 (1978～81年），

消費財の輸入が， 70年代の他年次に比べ大きく増

加し，輸出が減少していることが読みとれよう。

相対価格の変化による製造業の国際競争力の低下

が原因である。超過需要の発生から一時的に輸入

が嬬加，輸出が減少しても，中・長期的には，国

際競争力があれば，国内生産が増し，輸入が減

少，輸出が増加したはずである。しかしながら，

消費財の輸入は 1978年に85.3広と急増， 79年は

24. 7広と伸びは少なくなったが， 80年には 104.3 

主~－~と再び急増している。消費財の輸出は， 77年の

成長率43.5~t－；：より 78年および79年各14.4院と成長

率逓減の後， 80年一g_7f1-;:, 81年一13.5訴と輸出

減少を大きくしている。消費財ほどはっきりと

したバターンを示さないが，中間財・資本財の輸

入が増加，輸出が減少している。石油ブーム期，

消費財の輸入成長率は， 年平均56.7~＼不と中間財

38. 9/ii:，資本財44.9』！－；：より大きかった。資本財の

輸出が， 1978年に113.0広と77年の8.1広に比べ飛

躍的に伸びているが，これは78年より各自動車生

産企業が輸出入ノξランスをとるよう義務づけられ

た結果の輸出の伸びである。

灯、上でみたように製造業の GDPシェア縮小

節2衰財の用途別輸出入成長率
Co/o) 
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（出所） NAFINSA, La econamia Jiu'.ricana en ciji・as edici6n 1986, メキシコ， 1986年， 14.17, 14.18表より算

出。
（注〉原データはペソ表示であるが， ペソの切下げによる影響をとり除くためドルに換算後， 成長率を求めであ
る。
消費財：食料品，飲料品，タパコ，その他の製造品。
中間財：繊維，木材，紙，化学製品，非金属鉱産物，基礎的金属製品。
資本財：金震製品機械器具。
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Ⅱ　製造業部門GDPシェア縮小の過程：理論

一一回一研究ノ叩ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
は，相対価格の変化から生じ，製造業の国際競争

力の低下から輸出が減少，輸入が増加して貿易赤

字が生じ，メキシコの場合，莫大な債務累積を生

んだから問題なのである。

（注1) Na《；ionalFinanciera, S.A.(NAFINSA), 

La economia me.-r:icana en cifra 1986, メキシコ，

1986年，第2.3表より算出。

II 製造業部門GDPシェア縮小の

過程；理論

メキシコの製造業部門 GDPシェア縮小の原因

は，大量の石油収入と莫大な外国資金の流入が，

I実質為替レートを上昇させたこと」，すなわち，

製造品の国際競争力を低下させたよ二とにある。以

下で第2函に基づき，石油収入の増加と外国資金

の流入が，実質為替レートを上昇させる過程を理

論的lこ考察する。分析枠組は，ニアリィ（P.Neary〕

およびウィジンパーゲン（V.Wijnbergen〕の「オ

ランダ病分析モデ、ル」（注 I〕に基づく。

eは貿易財の， qi土非貿易財の名目価格であ

る。貿易財の国内価格は，世界価格と連動してい

るため世界価格を lとすると， eは名目為替レー

トでもある。 NN曲線は，非貿易財の需給均衡曲

線である。石油収入の増加は，貿易財および非貿

易財に超過需要を発生させる。非貿易財の超過需

要は，価格（q）を上昇ーさせるのこのため， NN

治線は N1N1曲線へとシフトする。

石油収入の増加は，所得（Y〕を増加させる。

石油収入の増加が，通貨供給の増加を伴わない

場合，物価が下落して実質通貨供給（トy）を

増加させる υ九日f曲線は左にシブ卜して 1'vl'I'vf＇曲

線となる。その結果，為替レートが， e，から e＇に

切上り，第2悶において新均衡点Cが実現したは

62 
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。

第2図通貨供給増加の実質為替レートへの影響

M 
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1N 
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---N 

凡f、
M 

eo e 

（出所） Neary, J. P.; S. V. Wijnbergen，“Natural 
Resources and the Macroeconomy: A Theoreti・ 

cal Framework，”同編， NaturalResources and 
the 1Hacroeconon:りY，ケンブリッジ（マサチューセ
ッツ）， MIT Press, 1986年。

ずである。また，為替レートが固定されている場

合には，ウィジンパーゲンの図が示しているよう

に貿易黒字が累積し，通貨供給が増加してMM1曲

線が右にシフトする。 MM曲線が右にシフトする

に従い，通貨供給の増加から非貿易財に超過需要

が発生し， N'N’曲線が上方にシフトしてゆき，貿

易黒字が解消して長期均衡点Dが達成される。

メキシコにおいては， 1977年から81年まで為替

レートが， 1 us与につき23コ付近で硬直的であ
ヮたことから，三の聞の大量の石油収入の増加

は，貿易黒字を累積させたはずであるが，政府の

積極的な開発政策が，石油輸出収入を超過して輸

入を増加させた結果，現実には貿易赤字が累積
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Ⅲ　製造業部門GDPシェア縮小の過程：実証分析

申面目噌官山市即日比二二－ - ームー 4 甲山四申山崎噛駒田宮柄自由駒山申山岬ー研究ノート叫山一一品

し，外国資金の導入により埋め合わされた。すな

わち，大量の石油輸出収入が，通貨供給を増加さ

せて貿易黒字の解消点DまでMM曲線を徐々に

上方iこシフトさせ，さらに莫大な外国資金の流

入が通貨供給を潜加させてE点までシフトさせ，

λ1"M”曲線とした。 MM曲線がMリ1＂曲線まで

シフトする過程で通貨供給の増加から非貿易財価

格が上昇してN'N＇曲線が上方にシフトし， N＇’N"

曲線となった。

貿易黒字の解消点Dでは実質為替レート （q/e)

が，角DOeで， A点での実質為替レート角AOeよ

り上昇している。この実質為替レートの上昇が，

製造業部門のメキシコ経済における比較優位を低

下させ， GDP~ 工アを縮小させた原因の 1 つで

ある。すなわち，石油収入の増加が原岡で製造業

部門の GDPシェアが縮小したのであり， 「オ

ランダ病の発生」である。

物価 P=P(q,e）は， A点におけるよりもJ点

およびD点の方が高く‘インフレが発生したこと

を明らかにしている。インフレ分だけ名目為替レ

ートを切下げていれば，通貨の過大評価は生じな

いが，為替レートが硬直的であったために通貨が

過大j、Hilliとなった。通貨の過大評価は実質為称レ

ートを上昇させる。角GOD分の実質為替レートの

上昇社，輸入財を害1J安とし，輸入財が大量に流入

し，輸出が停滞した結果，貿易収支，さらに経常

収支が赤字となり，外国資金の流入が促された。

その後，為替レートは， 1981年の経常収支の大幅

赤字増で24.5ヘソ／ドルに切下げられたが，赤字は解

消しなかった。このため角EOFだけ為替レートが

過大評価となり，外国資金の流入が促された。 E

点での実質為替レート角EOeは， Di.'iでの実質為

替レート角工）（）eより上昇している。したがって，

外国資金を導入しての積極的な開発政策による通

貨供給増加と硬直的な為替政策が，実質為替レー

トを角DOeに切上げ，製造業部門の GDPシェア

を，一層縮小させた。したがって，政府の開発政

策が，「オランダ病を悪化させた」といえる。

実質為替レート角EOe，すなわち， q/eは，第

I節第2項で考察した「製造業GDPシェア算式」

における貿易財と非貿易財の相対価格の逆数であ

り，相対価格が変化すると，製造業の GDPシェ

アが変化し、実質為替レートが変化することを明

らかにしている。

（注1) Neary, J.P.; S.V. Wijnbergen，“Natural 
Resources and the Macroeconomy: A Theoretical 

Framework，”同編， Natural Resources and the 

Macroeconomy，ヶ γブリッジ（マサチューセッツ〉，

MIT Press, 1986年。

ill 製造業部門 GDPシェア縮小の過程：

実証分析

1. メキシコの実質為替レート上昇過程

(1) 非貿易財価格（NN曲線〉の上昇過程

1975年に始まったメキシコの石油純輸出は，石

油ブーム初年度の78fドには18億なにすぎなかった

が，輸出数量の増加と，第2次石油ショックによ

る価格の大幅値上りで80年以降，急速に増加し

た。石油輸出額は， 1979年38億ドル， 80年99億ドル，

81年138億ドル， 82年161億円レ（第3表〉と 5年聞に16

倍に増加した。石油収入の増加は，アブソープシ

ョンを拡大した。投資は消費の2倍の速さで仲び

た。粗投資は対GDP比1977年の22.3広から78年

23. 1俳， 79年211.9広， 80年2s.o店¥t, s1年30毛1,；に

増加した（第3表）。アブソープシヨンの拡大は，

貿易財および非貿易財に超過需要を発生させた。

貿易財の超過需要は，輸入の増加で補われ，経常
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収支の赤字が増加した。非貿易財の超過需要は，

1978年末に道路，鉄道，港湾サービスなどに発生

しく注 l〕，非貿易財価格を上昇させ， NN曲線を上

にシフトさせ， λT"N＂曲線とした。後掲第5表は，

石油ブーム期(1978～81年〕，非貿易財の価格上昇率

が，貿易財の価格上昇率より大きかったことを示

している。

(2) 通貨供給の増加 （MM曲線の上昇過程〉

石油収入を利用した政府の積極的な開発政策

は，年平均実質8.4~！＋と高い成長を達成したが，

他方で財政赤字を拡大した。石油部門からの財政

収入札 1977年財政収入の16.9主'.,j:（注2）から81年に

24.0広に増加し，国庫を潤した。しかしながら一

方で公共投資が増加し，公共部門の財政支出を対

GDP比1977年の3H！＋から81年の4s.ni::に増加さ

せた（注3）。このため，財政赤字は対 GDP比1977

年の6.7も1－；：から81年の14.7Gi:に増加した（第4表〉。

財政赤字のかなりの部分が中央銀行引き受けの国

債の発行で埋められ，また，メキシコの対外経済

取引きの規模拡大により外貨準備が増加したた

め，通貨供給が増加した（注川（第4表）。 1978～81

年間の通貨供給の増加率は，年平均33.0広と高

第4表通貨供給増による財需要の増加

I 外貨準備変化率 I財P政D赤1'b字i対~ 比
R/R I 

1971 24.4 -2.2 
1972 26.0 -4.6 
1973 9.5 -6. 7 
1974 2.6 ← 6.7 
1975 11. 4 -9.2 

1976 -37.4 ← 9.3 
1977 47. 1 -6. 7 
1978 36.3 -6.7 
1979 46. 1 -7.6 
1980 35.5 -7. 9 

1981 25.8 -14. 7 
1982 -84. 9 -17. 6 
1983 385.0 -9.0 
1984 56. 1 -8 6 
1985 -49.2 -9 9 

（%〕

ト通貨同日率｜消吋民｜対米購買門町融｜率 ． l上昇率．
M2/M, I CPI/CPI I Pf （ペソ／ドル〕

I 26) I jJ I ]J i 民
20. 1 I 23. 7 I -2. 9 I 12. 5 

35. 7 I 15. 8 I 5. 3 I 15. 4 
26. 2 I 28. 9 I 9. O I 22. 6 

33. 3 1 26. 3 I -8. 5 I 23. o 

；お！ §t8 I 3~J I §日
41. 4 I 101. 9 I 3. 8 I 120. O 
62. 4 I 65. 5 I ー19.o I 167. 8 
53. 5 I 57. 7 I ー0.7 I 256. 9 

（出所） 第3表と同じ。
「IW?l町民lf'J”＼ El 

〔注） P/P= Ir一一ーと一一一一三一l ｜ 
L¥ WPIM WPlu J E」

ただし， WPii:i隠の卸売物価，
E.!E：政策による為替レートの切下げ率。

したがって，マイナス符号は切上げを表わす。
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く，第2図のMM1曲線を上にシフトしてM11M11曲

線とした。

(3) ペソの過大評価の進行

石油収入を利用した積極的な開発政策は，すで

みたように非貿易財価格を上昇させ，インフレを

に加速した。消費者物価の上昇率は， 1978年17.5

』ii:,79年18.2i,ii:, 80年26.3窓， 81年28.0広と，年

々，高くな.）た（第4表）。インフレの進行は，ベ

ソの過大川仙の程度を大きくした。メキシコは，

1954年以来 761F-9 Jjまで 1usv，＂を 12.5ヘソにi己l
定していた。また， 1976年9月以降，管理変動相

場制に移行したが， 81年までは 1usド
近にあつた。このため，この間の米墨聞のインフ

レ格差の拡大は，ペヅの遇i大評俸を進行させた。

第4表にみられるように対米購買力平価は，前年

と比ベ78年に6.5志、 79年5.Ot;i-:, 80年8.日仏， 81

年6.9f訴と過大評価が急速に進んだ。

第3図は，第4表の対米購買力平価を図示した

ものであるが， 1954年より76年までペソの過大評

価が徐々に進行したが， 76年の切下げにより一時

は過大評価の程度が小さくなったこと， 77年以降

ffi 3図 メキシコ対米購買力平価の推移

140「（九）

130L (Iリ，o,r二 100)

120 

110 

100 

90 

80 
1906 70 

（出所） IMFデータに基づき筆者作成。

80 85年

（注〕 120%のところに引かれている横線は， 1954年
にペソが均衡していたという説に従い引いた均衡線
である。したがって，均衡線とグラフとの悉離は，
過大評価の程度を示す。

研挫ノート申明日甲吋聞

のインフレの進行と為替レートの硬直性が， 78年

から81年にかけてぺソの過大評価の程度を急速に

大きくした二と，さらに8去年以降の大幅切下げ

が，過大評価を是正したことを明らかにしてい

る。

ベソの過大評価は，第2図では角EOFで示され

ている。過大評価の進行は，角EOFの拡大であ

り，実質為替レートの上井を促す。ぺソの過大評

価は，年々，大量の外国資金の流入を必要とし

た。ペソの過大評価がなければ，実質為替レート

は角FOeであり，外国資金の流入を必要としなか

った。

購買力平価 （Eppp=P*/P）と実質為替レート

(ER=q/(E•e＊）） との聞には，次のような関係が

ある。

ER=Cllα）企PPP十（f,/α〉（ゲ－e*)
ただし， P=eaq0ーαLPキ二e*fiq＊口一ρであるの E 

は自国の為替レートで， 1に固定されているとす

る。

上式は，実質為替レ｝トが購買力平価と外国の

実質為替レ｝トの変動に影響されて変化すること

を示している。すなわち，メキシコの石油輸出の

増加が，外国の経常収支を悪化させ，名目為替レ

ートを切下げさせた場合，外国の実質為替レート

低下を通じてと同時に，外国のインフレ上昇によ

りメキシコの購買力平価を変化させて，メキシコ

の実質為替レートに影響を与えるのである。いい

かえれば，上式は，実質為替レートが自国だけで

なく，外国の物価変動の影響を受けて変化すると

とを明らかにしている。

(4) 実質為替レートの上昇

第5表は，分子に非貿易財価格の上昇率，分母

に貿易財価格の上昇率をとって実質為替レートの

上昇を計測したものであ石。数値が1より大きげ
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脚一一日噛研究ノート回一日世問時四一日吋耐同市白申由市御明日一回一問自由市山甲山申自由

第5褒実質為替レートの上昇

c;f,_JM CPJM CPlM 企 合

(E・WFlu) Exmα 1mmα Ex鴨 α I隅悦α
① ② ③ ④ ⑤ 

1971 1. 73 1. 30 1. 24 1. 07 1. 02 
1972 1.13 0. 72 0.85 o. 79 0.93 
1973 0.85 0. 72 0.85 0.57 0.67 
1974 1.19 0.52 1.10 0.26 0.55 
1975 1. 84 -19. 22 1. 30 -15. 89 1.10 

1976 0.56 0.51 0.50 0.56 0.54 
1977 0.52 0.44 0.49 0.33 0.37 
1978 1. 97 -19. 22 1. 50 -23.89 1. 87 
1979 1. 45 1. 97 1. 41 1. 77 1. 27 
1980 1. 76 2.11 1. 66 1. 84 1. 45 

1981 1. 72 2.63 1. 92 2. 76 2.02 
1982 0.44 0.64 0.59 0.56 0.52 
1983 0.88 o.99 I 0.64 0.76 0.49 
1984 1. 52 0.92 1. 09 0.74 0.87 

（出所） CPJM, E, iVPlu: lnternatio叩 JFinancial Statistics (IMF〕， 1978年1月， 82年2月， 88年2月各号。
Ex叫a,1叫拙a,H：第2表と同じ（14.28,14.30, 13.2表）。
〈注〉 (1）②禰から⑤欄まで実質為替レート （q/E・計）の相対変化率を示している。非貿易財価格（q）の代理変数
として①繍から③欄までは消費者物価指数〈メキシコ）＝CPJyをとり， ④欄と⑥欄は消費者物価指数構成の1項
目である住居費（H）をとっている。貿易財価格 （E•eりの代理変数としては，アメリカの卸売物価指数 （WPlu〕
に，メキシコの年平均為替レート （E）を乗じたもの， および， メキシコの製造品輸出物価指数 （E:，，田α〉と製造
品職入物価指数 (I隅情α〉をとっている。
(2) 1975年と78年にマイナスの数値があるが，両年次とも製造品の輸出価格語句民下したためであり，実質為替レ
ートは上昇している。
(3) ①欄の実質為替レートはA ・ハーバーガ一等が近年強く推奨している計調lj方法である。すなわち，卸売物価
指数の構成品目は，貿易財が多いことから外国の卸売物価指数は，貿易財の世界価格動向に近似し得，また，消費
者物価指数の構成品目は，非貿易財を多く含むので，自国の消費者物価指数は非貿易財価格に近似し得る，という
論拠による。

れば非貿易財価格の上昇率が貿易財価格の上昇率

を上廻っていたことを示し，実質為替レートが上

昇したことを意味する。非貿易財価格の上昇率に

は消費者物価指数の上持率と消費者物価指数の構

成項目である住居費の上昇率をとっている。貿易

財栖格の上昇率には，アメリカの卸売物価指数上

昇率にメキシコの名目為替レートを乗じたもの，

および， GDPデフレータのなかの輸出物価指数

上昇率と輸入物価指数上昇率をとっている。表中

の①捕の実質為替レ｝ト計ll'{lj方法は，近年，ハー

ノ号ーガー（ArnoldHar berger）が強く提唱してい

る方法で（注り，消費者物価指数の構成品目は，非

貿易財を多く含むので自国の消費者物価指数は，

非貿易財価格に近似し得，卸売物価指数の構成品
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目は，貿易財が多いことから外国の卸売物価指数

は，貿易財の世界価格動向に近似し符るという理

由による。

第5表で1975年と78年にマイナス値がみられる

が，これは両年次とも輸出価格が低下したことに

よる。相対価格比（実質為替レート〉は上昇したと

みるべきである。

さて，第5表において，石油ブーム期（1978～81

年〕，両財の価格上昇率相対比はどの指標において

も絶対値が1より大きく，実質為替レートが上昇

したことを明らかにしている。

第2図においてみると第5表の数値は，石油ブ

ーム期，ベソの過大評価の進行と石油収入増加に

伴う支出の増加から角EOeが拡大したことを示し
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ている0 1982年以降は，ベソの大幅切下げにより

過大評価が是正されたことにより角EOFがゼロと

なり，また，対外的：務元利支払のために貿易収支

および経常収支が黒字に保たれているため角 EOe

が縮小している。この結果‘第5表の数値は 1よ

り小さくなり，角FCL4が縮ノl、し，実質為替レート

が低下したことを示しているつ

(5) 債務の累積

ベソの過大評価の進行にしたがい貿易収支赤字

が増加し，経常収支の赤字が拡大した。 1978年の

27億ドルから79年49伯y/L,, 80年72｛／；＇.（ドル， 81年125憶

なと 4年聞に5倍に増加した（第6表〕。 GDP比

でみても1978年の0.8伝から 79年2.4~t, 80年5.2

tt:, 81年7.O』tr:（第3表〉と急速に拡大しており，

いかに経常収支赤字増加の勢いが速かったかをUJj

らかにしている。

急速に増加する経常収支の赤字を埋めるために

大活の外国資金が導入された。外国資金の純流入

は， 1978年に33能川であったが， 79年45億円レ， 80

年119億ドn,81年219億円レと増加した。 1977年から

79年間の［誤差脱漏Jは少なく，資本逃避はなか

第6表国際収支
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ったとみられる。 1980年から82年にかけてベソの

過大評価が進むと資本逃避が増加した。「誤差脱

漏Jは， 1980年37億九， 81年および82年に各々

84億ドルと拡大している。外国資金は，こうした資

本逃避をカバーするためにも導入されたことにな

る。

大ほの外国資金の流入は，莫大な対外債務の累

積とな－，た。対外債務の累積額は， 1977年に303

億なであったが， 81年に810億引に増加した（第

3表〉。この間の資本逃避〈注6)121億ドルを考虚しで

も4年間lに約390億トルの対外債務が累積したこと

になる。石油ブーム期(1978～81年〕 q，の石油収入

は，約300億ドルであり，それを上廻って対外債務

が累積したことになる。

以上のメキシコの実情為替レート上昇過程の分

析は，石油収入を利用した積極的な開発政策と硬

直的な為替政策が，莫大な対外債務累積の原因で

あったことを明らかにした。

以下でメキシコの実頃為替レートの上昇が，輸

出を抑え，輸入を促して製造業部門の GDPシェ

アを縮小した過程を分析する。

z. 実質為替レート上昇の輸出入への影響
(1) 仁業製品輸出の低迷

第7表は，工業製品の用途別，産業別輸出成長

率をみたものである。また第3図は，メキシコの

対米購買力平価の推移をみたものである。このニ

つの表と図を比べてみると，動きが似ていること

が読みとれよう。先にもみたように，第3図の

「グラブと均衡線との講離」は，第2図の角EOF

の近似であり，石油ブームによる実質為替レート

上昇分すべてを表わしていない。メキシコの石油

ブームによる実質為替レートの上昇は，角EOF+

角FOA，すなわち，この「講離」十角FOAであ

る。

67 



1989070070.tif

暗唱回申同市研史ノート m 品目申田市由自由回世山市町申同市』ー一一一一 一一一一ー

第7褒工業製品用途別・産業別輸出成長率
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響が出始めた。その他工業製品および非金属鉱産

物の輸出が減少し，繊維・衣類・皮製品，木材・

木製品，紙・紙製品等の輸出が鈍化し始めた。

1980年には石油ブームによる実質為替レート上

昇の影響がはっきり現われた。石油輸出収入が99

億ドルと大量となり，また第3図にみられるように

ぺソの過大評価が進行したためである。消費財

（食料品・飲料品・タバコ〉，および，中間財〔繊維・

衣類・皮製品，木材・木製品，非金属鉱産物，基礎的金

濡製品〉の輸出が減少した。 こうしたなかで石油

誘導品（石油精製・石油化学製品〕の輸出が開始され

た結果， 1980年の工業製品の輸出は，かろうじて

プラスの成長を保つことができた。

1981年は実質為替レート上昇の影響で一層輸出

が減少し，工業製品輸出合計が前年に比ベマイナ

ス成長となった。消費財も， 中間財も， 資本財ー

（金属製品・産業用機械・器具〉も輸出が減少した。

以上でみたように石油ブーム期工業製品の輸出

は，成長を鈍化させながら進み，石油ブーム最終

1975年は，まだ石油輸出がきわめて少なかった

ので角.FOAはゼロに等しかった。しかしながら，

ペソの過大評価のため工業製品の輸出競争力が低

下し，輸出が減少した。 1976年9月およひ77年の

ベソの切ドりで過大評価の程度が小さくなり，輪

出が増加lしたり 1978年は石油ブーム初年度であ

り，石油輸出奴入は18龍ドルで， 81年の 138億日と

比べれば，まだ規模が小さかった。また，ペソが

固定的であったことから，再び，ぺソの過大評価

が進み始めていた。しかしながら，まだ消費財お

よび中間財の輸出には大きな影響がなかった。資

本財が 112.9ι と大きく伸びているが，これには

特別な現由があった。 1977年の自動車令が，各自

動車生産企業別に輸出入をバランスさせることを

義務づけ， 78年から実施されたからである。した

がって， 1978年の輸出成長率31.0院は，この自動

車輪出の伸びに負うところが大きい。 1979年にな

ると石油輸出収入は38億円レに増え，ベソの過大評

価も進み，このため了A業製品の輸出にそろそろ影
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けられたため78年から80年まで輸出は増加した

が，輸入の伸びの方が速く，自動車産業の貿易赤

字は， 81年貿易赤字の57.5f1i::を占めるようになっ

fこ（注8）ο

年の1981年にはついにマイナス成長となった。し

たがって，石油ブームによる実質為替レート上昇

が，輸出を抑制したといえる。

(2) 工業製品の輸入の増加

国内需要の拡大，実質為替レートの土昇，およ

び輸入自由化の進行く注7）を原因として，石油ブー

ム期，工業製i日！の輸入が増加した。第8表にみら

れるように，消？を財も，中間財も喝資本財L す

べての品目で輸入が大きく増加した。なかでも鉄

鋼製品，自動車部品，金属製品・産業用機械・器

具の輸入が大きく消えた。

鉄鋼製品の輸入は，貿易統計データによると

1977年は3憶なであったが， 78年10億ドル， 79年お

よひ’80年各11憶九， 81年15憶九に増加している。

メキシコ石油公社（PEMEX）がノ：イプライン建設

用の鋼管を大量に輸入したためである。

石油ブームによる所得の増加から自動車需要が

拡大したが，完成車の輸入が禁止されていたため

自動車部品の輸入が増加した。自動車産業は，

1978年かち輸出入をパランスさせることが義務づ

積極的な開発投資を反映して金属製品・産業用

機械・器具の輸入が大きく増加した。その輸入額

は， 1977年に14億ドルであったが， 78年17億ドル， 79

年26臣、九、 80年102億ドル， 81年137億九と、 4年間

に10倍に増加した。この結果，金属製品・産業用

機械・器具の工業製品輸入に占めるシェアは，

1977～79年間の約30~1玉から80年および例年の60~ii::

台へε併憎した。一方，鉄鋼製品Eri動車部門の

方は， 1977～81年間， 2っ合せて工業製品輸入の

約20~！i'. であった。

工業製品輸入に 1＇，める食料品・飲料品・タバコ

等消費財のシェアは，輸入増加を品目別にみるた

めにこれまで用いてきた貿易統計データ他的によ

るE，石油ブーム期間中， 5~t以下ど小さい。繊

維製Ji'，，木製品，化学製品， 基礎的金属製品（鉄

鋼他〉等中間財のシェアは， 1978年および79年が

第8薮工業製品用途別・産業別輸入成長率
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50；：な台， 80年および81年は20/:t.：台であった。金属

製品・産業用機械・器具等資本財（含自動車〉のシ

ェアは， 1978年および79年が約40住， 80年および

81年が70広台と大きい。

貿易統計データは，米墨間の国境取引き，およ

び，保税加工（マキラドーラ〕貿易をカバーしてい

ない。これらをカバーしている国民勘定データ

（第8表の輸入成長率算出に用いたデータ〉によれば，

工業製品の用途別輸入シェアは，石油ブーム期

中．消費財約10広，中間財約35i:1.：，資本財約55!::.:

であった。

いずれにせよ消費財の輸入シェアは小さく，資

本財の輸入シェアが大きかったといえる。消費財

の単位当り価格が低く，資本財の単位当り価格が

高いためであろう。第8表にみられるように石油

ブーム期中，消費財も，中間財も，資本財も同じ

ように輸入が増加したことには変わりがない。し

かも， ほとんどすべての品目で 1978年， 79年，

80年と，減速することなく輸入が増加している。

実質為替レート上昇の影響がないならば，いいか

えれば，工業製品に国際競争力があったならば，

石治ブーム初年度の1978年に超過需要の発生から

一時的に輸入が増えたにせよ，投資が増え， 79年

および80年には輸入成長率は減少していたはずで

ある。輸入が減少しなかったということは，投資

機会として魅力がなかったということではなかろ

うか。鉄鋼製品の輸入は，先にみたように，石油

ブーム期間中大量に増加したが，一方でメキシコ

の鉄鋼生産者は， 1980年夏までに不本意な在庫を

抱えるようになり，操業率が低下したという報告

がある（注10）。

工業製品の輸出が伸びず，輸入が大きく増えた

ため，工業製品貿易の赤字が拡大した。第9表

は，石油ブーム期中，工業製品貿易赤字が，年平

均60f;i;を上廻って増加したことを明らかにしてい

る。また，工業製品貿易赤字を増加させたのは，

中間財と資本財であったことが第9表より分か

る。

3. 石油ブームにより成長を抑制された消費財

工業

すでにみたように製造業部門のGDPシェアは，

石油ブーム前年の1977年に23.9i,i;:であったが，石

油ブーム期中，連続的に減少傾向を示し， 82年の

21. 2i:：.：まで低下した。発展の速かった石油部門の

第9褒工業製品輸出入バランスおよび同成長率

工業製品輸出入バランス（100万わレ〉 ｜ 同成長率（%）

合 計 i消費財 l中間財｜資本財 1合 計｜消費財｜中間財｜資本財
1970 189 -379 -1, 242 
1971 -1, 313 209 359 1,163 8.3 10.6 5.2 6.4 
1972 , -1, 439 216 -360 -1, 295 -9.6 3.3 -0.3 -11. 3 
1973 1,991 296 -806 -1,481 -38.4 37.0 -123. 9 -14.3 
1974 -2, 987 346 -1, 268 -2,065 -50.0 16.9 -57.3 39.4 

1975 -3, 794 307 -1, 227 -2, 874 -27.0 -11. 3 3.2 -39.2 
1976 3,305 478 -994 2,789 12. 9 55. 7 19.0 3.0 
1977 -2, 555 915 -2,477 22. 7 75. 1 8.0 11. 2 
1978 3,974 657 -1, 611 -3,020 55.5 -21. 5 -76.0 -21. 9 
1979 664 -2, 626 -5,622 -90.8 1. 1 -63.0 -86.1 

1980 11,974 522 -4,278 -8,218 57.9 -21.4 -62.9 -46.2 
1981 17,224 973 -5,065 -11, 186 -43.8 86.3 -18.4 -36.1 
1982 7,806 1 -2,371 -5,436 54. 7 -98. 7 53.2 51. 4 

-1, 703 541 -259 -1, 985 78.2 541. 0 89. 1 63.5 

（出所〕 第2表と同じc
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影響を除くため， GDPから鉱業部門を除去して

求めたシェアにおいても， 1977年の24.8fii:から82

年の23.6自立まで減少傾向を示している。このシェ

ア減少は，消費財部門とメキシコの国民勘定で中

間財に分類されている繊維・衣類・皮製品のシェ

アの縮小に起因している。

第10表に基づいて製造品の用途別産業別 GDP

シェアの変化を石油ブーム前年の1977年と石油ブ

ーム最終年の81年とで経常価格データに基づいて

比較してみるとー消費財部門および繊維・衣類・

皮製品のシェアが縮小し，大部分の中間財および

資本財は，シェアを増加させていることが分か

る。第10表は‘参考のために1970年価格評価デー

タも記入しているが，製造業部門の GDPシェア

縮小を検討するには相対価格変化についての情報

を持った経常価格評価データの方が適切である。

この点については，すでに第I節第2項で詳しく

みた。消費財部門の食料品・飲料品・タパコのシェ

アは， 1977年に製造業 GDPの29.9~！不を占めてい

たが， 81年lこは23.9f,立に減少している。また，繊

維・衣類・皮製品は， 13.5f立から12.8（：なに減少し

ている。これに反し，他の部門はシェアがほぼ同

じか，あるいは，増加させている。したがって，

石油ブームは，消費財工業および繊維・衣類部門

の成長を抑制することにより製造業部門の GDP

シェアを縮小させたといえる。

資本財部門の成長率が高く，シェアを1977年の

17.4院から81年の21.5i:li:に上昇させているが，こ

れは完成車輸入禁止政策のもとで，石油ブームに

より所得が増加し，自動車需要が拡大したために

生じた。メキシコの自動車生産台数は， 1975年35

万6000台であったが， 80年49万台， 81年59万7000

台と急増した。この結果，資本財部門が高成長を

達成し， GDPシェアを増加させたのである。し

かしながら他方で自動車部品の輸入が増加し，先

にみたように自動車産業の貿易赤字が1981年貿易

赤字の57.5窓を占めるようになった。

基礎的金属製品（鉄鋼等〉の1980年および81年に

おける成長率の低下は，先にみた「輸入増加によ

る不本意な在庫増加」報告と一致する。化学製品

石油誘導品等の部門の成長率が高いのは，石油精

製および石油化学工業を含むためである。

合計l品団幹詔木［王子旗，＝属鉱l軒並？
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消費財輸入の増加により消費財工業の成長が抑

制されたことは総消費に占める輸入シェアが急速

に拡大したことからも分かる。総消費に占める輸

入シェアは， 1978年に0.B~；~ であったが， 81年に

は2.2i,!,玉に増加している（注11）。この間の総消費増

加に対する消費財輸入増加の弾力性は7.70と大き

い。一方， GDP増加に対する中間財輸入増加の

弾力性は1.25と小さい。資本財の輸入弾力性も中

間財と大差がなかった。これらの弾力性を用い

て， 1978～81年間の輸入増加 (1970年価格評価）を

通常増加と遇策j増加とに分けると， 482億への輸

入増加のうち307葡～が通常増加， 175億～が過剰

増加となる。過剰増加の約半分， 88憶ぺは消費財

の輪入増加であり，中間財と資本財は，各々， 41

鐘4ソ， 46億へとなる。これらのデータは，石油ブ

｝ム期に消費財の輸入が，中間財および資本財の

輸入以上に急速に培加したことを示している。

以上でみたように石油ブーム期の実質為替レー

トの上昇は，輸出を減少させ，輸入を増加させる

ことにより消費財工業の成長を抑制し，製造業部

門の GDPシェアを縮小させたといえる。

4. 輸入中間財および資本財の用途

大量に輸入された中間財および資本財は，経済

のどの分野でイ吏われ，メキシコ経済の生産力を強

化したであろうか。また，現在，製品の輸入代替

および輸出増加に効果をあげているであろうか。

石油ブーム期の部門別投資データから考察する。

石油ブーム期（1978～81年〉， メキシコの投資の

多くが石油郁門の開発に向けられたことが第11表

より分かる。このため石油ブーム期以前と比べ，

第11表部門別投資 (1970～81年， 1970年価格評価）
（単位： 100万ペソ）

I 1981 

鉱 業1)
1:i~~l t5~i~ b~2 〕 25~67 

fa~~5 zrt~s （〉 C .1) 

石 油2) 4,477 5,786 50,199 12,186 28,175 31,261 

石油（SHCP)'' \ ~04 S1~~~ g;t54 gs~~~ 2\:~3 ~~789 
( 7〕 3〕 (3 〕 .3〕

製造業。
tg7~g5 1~6'.'79 t~~~4 〕 H,386 

l \ ~~5 2~7:31 
（）  (25.8) (2 ( 3) 

消費財工業 3z~22 3,794 \ ~63 4,334 ~b:94 ~9~02 (I 7) (9.9) ( 8〕 (7.8) ( 0) 

中間財工業 6 089 ~961 (~~il 〕
8,902 i4112 13,285 

(21. 3) ( .4) (15. 9) ( . 7) (15.5) 

資本財ヱ業 852 \ ~~4 
970 1 1閃

zi/ ~5 (3.0) （〉 (2.0〕 (2. 1) .2〕

サーピス業5) 14:isrn 15 747 
t~3~l5 〕 17a~i2 】 1¥238 g/96 (5 .8) C 41. o) (4 ) (3 .0) . 7) 

1970 1975 1978 

A 
口
計6) R

V

、J
P
D
内

U

戸川
U

・

’
内
U

0
0
ハU
。AT
i
〆E
‘、

38, 299 I 49, 715 I 
c100. o) I c100. o) I 

（出所） Lusting, Nora，“Destina de la inversion y cambio estructural durante el auge petrol白 enM削 co
: 1978 81，”未発表論文，第16表。
（原資料 Banco de Mexico，“Encue吋ade acervos y formaci凸nbruta de capi削： 1960-85，” 1987年ディス

ケット。
〈注〉 I）石油を台まない。 2〕石油化学工業を合む。 3〕Secretariade Hacienda y Cr剖itoPublicoの1982年発
表データに基づく。 4）石油化学工業を含まない。 5〕商業，建設業，電力，その他サーピス業を含む。 6）合計は
SHCPの石油部門投資データを用いて求めている。
かっこ内は構成比（%）。
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第m餐部門別公共投資（1975～81年，経常価格評価〉
（単位： 100万ペソ〕

←」竺I~引！？」日出削
石油 Igo~町27 62 701 ~g2~~5 12\ ~i]1 229,55 (51. 9) (55.9 

電力 1〔~~~5 2¥'.iO (2 〕 3~l95 
〔.6) 
57/69 
(2 2) 7\~§ (1 

2 鉄鋳 z;i:is 982 ¥872 4 382 8:/3 (0.8) C • 1〕 (1. 7〕
通信 4 607 9,047 9〔8, 859 14,129 19,51 

(17.5〕 (7.5〕 7) (5.5) (4.8 

運輸 105 298 2リO 401 17 

その他 39 18 18 22 1 

ムユ白 I61, 2091 120, s111 172, 3441 257, 3531 410,556 
U 引 I(100. 0)1 (100. O)I (100. O)I (100. 0〕Ic100. o) 

（出所〉 第11表と同じ。
〈原資料〉 Secretaria de Hacienda y Credito Pub-
lico, Estadlsticas hacendrias del sector publico, 

1965-82，メキシコ， 1982年。
（注〕 かっこ内は構成比（%〉。

製造業およびサーピス業部門への投資シェアが大

きく縮小した。公共投資が第12表にみられるよう

に石油部門に傾斜して行なわれたためである。公

共投資は，電力，通信，運輸等サービス部門の開

発整僚にもその多くが向けられたが，石油部門投

資ほど，大きくはなかったため，サービス業部門

の投資シェアは縮小した。

石油ブーム期の主要輸入品目は，鉄鋼製品，自

動車部品，金属製品・産業用機械・器具であった

ととはすでにみた。このうち，自動車部品（;l::，民

間の多国籍自動車生産企業が完成車生産用に輸入

したものである。したがって，第11表のメキシコ

経済全体の部門,J!J投資，および，第12表の部門別

公共投資内訳・投資シェアからみて，鉄鋼製品，

金属製品・産業用機械・器具の多くは，油田の開

発，石油関連エ業の開発，電力開発，通信網の整

靖，輸送網の撃慣に用いられたと推測される。す

なわち，輸入中間財，資本財の多くは，石油関連

部門の開発，および，インフラ整備に用いられた

研究ノート制問由時冊目、

といえる。公共投資のなかで石油部門を除くと，

製品の輸入代替，あるいは，輸出増加に結びっく

のは，鉄鋼部門投資だけであり，その投資シェア

は， 2%以下と少ない。

生産力の強化という点からすると，開発投資の

効率性が問題となる。まず，石油関連投資の効率

性についてみる。ロペス・ポルティーヨ政権期に

公営独占企業である PEMEXは，総計283億九

の油田開発および石油関連工業の開発投資を行な

った世間。内容は，石油掘さく・探査から石油精

製・石油化学工場の建設，石油輸送パイプライン

の建設までを含む。 この期間（1977～四年〉の石油

輸出収入が463億九（第3表）であるからその60位

以上の規模の投資を行なったことになるο その投

資効率については，かなり疑問が持たれている。

まず資金調達である。 283億ドルの投資のうち，半

分以上の 160億ドルを外国借款に依存した（注13）。

とのため利子支払がかさみ，同政権スタート時

(1976年12月〕に35億ドル弱で、あった PEMEXの対外

農務は， 82年には252億弘増加していた。その年

の石油輸出が 161億なで，現在までのピークであ

るが，その 1.6倍の対外債務を累積したことにな

る。また， PEMEXの対外累積債務252億ドルは，

メキシコの公的対外累積債務633億ドルの40[-i;，民

間を含む対外累積債務総額 876 億ドルの29~~-i: に相当

する大長のものである。

また投資内容であるが，大分，非効率な投資があ

ったようである。たとえば，アメリカ向け天然ガ

ス輸送用のパイプラインを建設するため緊急を要

するとして大量の鋼管を輸入したが，パイプライ

ンは完成したがほとんど利用されていない池町。

また，あまりに大量の鋼管を輸入しすぎて，パイ

プラインをもう一つ建設できるほどの在庫を抱え

ている。
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製鉄所の建設投資の場合も，ロペス・ポノレティ

ーヨ政権窓投資額14億8500万ドルの大部分を外国借

款に依存したが，建設途中に1982年の経済危機を

迎え，資金難から工事が大幅に遅れ， 82年完成の

予定が， 86年にようやく＆部工場の稼動が開始さ

れた状態にある。工事の遅れは利子支払増加を意

味し，非効率たプロジェクトとなっている。投資

内特は，太平洋岸臨海製鉄所シカルツアの第2期

拡張工事であり，年産却O万トンの厚板をスポンジ

アイアンの生産から一貫して行なうというもので

ある。しかしながら，現在のところスホ。ンジアイ

アシ生産工場の建設には手がつけられていない。

また，工事がすべて完成して年産300万トンの厚板

が生産された場合，販売市場が心配されている。

現在のメキシコに年産300万トンの厚仮需要がない

からである。

また，インフラ部門への投資の場合も，使えな

い港湾，年中霧のかかっている宰港，非常に高価

な，なかなか完成しない原子力発電所への投資

等，大分，無駄な投資のあったことが報告されて

いる〈注15）。

しかしながら，民間部門で自動車生産企業が実

癒した大規模な輸出向けエンジン製造投資だけ

は，効率的l土外貨を稼得している Oエンジン製造投

資は， 1977年の白動車令が，各自動車企業ごとに輸

出入メ弓ンスをとることを義務づけたことに対す

る自動車企業の対応策で、あった。 1980年代初めに

メキシコにあるすべての自動車企業（GM，フォ－

F，クライスラー，フォルクスワーグン，ルノー，日産〉

がエンジン工場建設投資を実施した。これら工場

が1983年頃完成し，稼動を開始した結果，自動車

産業の貿易赤字が，近年は 1億～2億ドル程度に縮

小した。 1981年には自動車産業の貿易赤字は， 14

佑九あり，メキシコ貿易赤字総額の57.5G止を占め
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ていた。

以上の観察から石油ブーム期に大量に輸入され

た中間財および資本財の多くは，効率的に用いら

れたとはいえないことが分かった。莫大な石油資

源収入および大量の外国借款は浪費されてしまっ

たのである。現在，多くの非効率的な生産設備と

莫大な対外債務だけが残り，メキシコ経済発展の

負担となっている。

（注1) Banco de Mexico, lnforme anual，メキ

シコ， 1982年， 25ベージ。

（注2) CIEMEX 

nomic Outlook，第18巻第4号， 1986年12月， 180ぺ

- ：／。

（注3) 向上誌 180ページ。

（注4) 1976年の遥貨供給増加率が， 35.1g,i;と高い

が，それは通貨危機に伴う通貨供給増加によるもので

ある。すなわち，外貨危機に際し， IMFから 8億3700

万トン，アメロヵ財務省および連邦準備制度から6億円レ

の緊急、融資を得た。また， 1982年以降の通貨供給増加

率は高くみえるが，実質通貨供給増加率は，ハイパー

インフレーションのためマイナスであった。

（注5) Har berger, Arnold，“Economic Adjust-

ment and the Real Exchange Rate，” Sebastian 

Edwards; Liaquat Ahamed繍， Economic Ad-

just川entand E:rchange Rates in Developing Coun-

tries，シカゴ， Universityof Chicago Press, 1986 

年。

（注6) モノレガγ・ギャラ γティは， 1976年から85-

年までの聞のメキシコの資本逃避は， 530億ドル以上に

達するとL、う調査結果を発表している（WorldFina洞・

cial Markets, 1986年3月，第10表〉。

（注7) 1975年に開始された輸入許可制lから関税制

への移行が進み，また， 79年の平均実行関税率は，

6. 2 f訴と低かった（Brailovsky,V.，“Industrializa・ 

tion and Oil in Mexico，＇’ Terry Baker; Vladimir 

Brailo、，Eらl《y編， Oぜlor lndu;、・y? ロンドγ’Ac-

ademic Press, 1981年。

（注8) アジア絞済研究所「経済協力効果研究報告

書 メキシコ」 1984年 311ページ。

（注9) NAFINSA，前掲書， 14.12表。

（注10) Brailovsky，前搭論文， 94ぺーク。
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（注11) Taylor, Lance，“The Crisis and There-

after: Macroeconomic Policy Problems in Me-

xico," P. B. Musgrave, l'vlexico and the United 

States，ポールダー， WestviewPress, 1985年， 157

～158ページ。以下，テイラーの計算に依拠。

（主主12〕 Rubio F., Luis; Francisco Gil Diaz, A 

i'o/[exican Response，ユューヨーク， PriorityPress 

Publications, 1987年， 29ページ，第6表より算出。

（注13) ¥Vionczek, Miguel S.，“Mexico's Ex-

ternal Debt and the Oil Question，”Peter Coffey; 

Miguel S. Wionczek, The EEC and Mexico，ドル

ドレフト， MartinusNijho妊 Publishers,1987年，

79ページ。

（注14〕 Brailovsky，前掲論文， 130ページ，注記

59。
（注15) Gil Diaz, Francisco，“Investment and 

Debt，＇’ Musgrave緑，前掲書所収， 8ページ。

結 論

メキシコは，石油ブーム期に石油収入を資金と

して積極的な開発政策を実施し，急速な工業の発

展をめざした。政府開発投資により石油精製およ

び石油化学工業が発展した。また，石油ブームに

よる所得の増加から自動車需要が増大して完成車

の組立を中心に自動車産業が発展した。しかしな

がら， GDPに占める製造業部門のシェアは縮小

したっ

積極的な開発政策は，所得を増加させ，消費財

の輸入を増加させると同時に，中間財および投資

財の輸入を増加させた。輸入の増加が石油を中心

とする輸出増加を大きく上廻ったために貿易収支

および経常収支が赤字となった。経常収支の赤字

を外国資金の流入により埋めたため石油ブーム

期，石油輸出収入を上廻って対外債務が累積し

た。

この製造業部門の GDPシェア縮小と莫大な対

外債務累積の原因は，積極的な開発政策と硬直的

な為替政策にあった。メキシコ経済をそのような

方向へ導いた原動力は，石油収入の増加と外国資

金の流入が実質為替レートを上昇させたことにあ

った。実質為替レート上昇が製造業部門の GDP

シェアを縮小させ，輸入を容易とし，輸出を困難

として貿易収支および経常収支の赤字を増加させ

た原因であった。

政府開発投資は，石油・石油関連工業の開発お

よびインフラ整備に傾斜して投入された。したが

って，大量に輸入された中間財および投資財は，

これらの部門に多く投入されたことになる。石

油・石油関連工業を除いては，直接，外貨の節約

または外貨の稼得に結ひ、つかない。このことが現

在のメキシコの債務サーピス支払を困難としてい

る原因の 1つである。また，政府開発投資が効率

的でなかったことも，いたずらに対外債務の累積

額を増大させた。たとえば， PEMEXの開発投

資は資金の多くを外国資金に依存したため利子が

かさみ，コスト高となった。鉄鋼投資の場合は，

建設中途で1982年の金融危機に出会い，建設が中

断され，操業開始が遅れ，コスト高となった。ま

た，インフラ部門の開発投資のなかには，使えな

い港湾，空港，原子力発電所のように無駄な投資

もあった。

石油ブーム期の投資で輸出増加に結びついてい

るものは，石油部門を除くと唯一，多国籍企業に

よる自動車エンジン製造があるにすぎない。

仮にメキシコが，石油収入をすべて国内で支出

することなく，外国債等の購入により貯蓄し，急

ぎすぎナこ開発政策を実施していなかったならば，

実質為替レートが上昇することも，工業製品の輸

入が増加することも，莫大な対外債務が累積する

ことも，製造業部門の GDPシェアが縮小するこ
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ともなかったであろう。また， 1つのプロジェク

トを完成させてから、他のプロジェクトにとりか

かるような着実な開発政策を実施していたなら

ば，中間財および投資財の輸入を抑制できたであ

ろう。たとえば， PEMEXが1978年に大量の鋼

管を輸入してパイプラインを建設したが，国産鋼

管の供給を持って建設を行なうことも可能であっ

た。なぜなら、とのパイプラインはほとんど利用

されていないからである。メキシコ政府が急ぎす

ぎた開凝政策を実施し，総需要管理に失敗したこ

とが，大量の石油輸出収入がありながら莫大な債

務を累積させ，製造業部門の GDPシェアを縮小

させた原因といえる。

メキシコの開発政策失敗の経験は，有資源発展
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途上国が，たとえ大量の資源収入を入手しても，

過大な開発投資をすべきでないこと，自己の生産

能力〈生産設備，技術水準，人的資源〕で充足可能な

程度の開発投資を実施してゆくことが，生産基盤

を強化しながら着実に経済発展を促進してゆく方

途であることを示している。開発投資の規模と合

わせて重要なのが為替政策であり，インフレを加

速しないように，輸入力2急増しないように柔軟な

為替政策を実施することが肝要であることをメキ

シコの経験は示している。

（アジア経済研究所海外調査員，在メキシコ〉

〔付記〕 本稿は1987年度個人研究「メキシコの産業

政策と経済成長」の成果である。
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